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C O N T E N T S

The  Headquar te rs  fo r  Ear thquake  Research  Promot ion  News

地震本部ニュース
2018春

地震調査研究推進本部  ‥‥‥‥‥‥‥‥  2
「新たな地震調査研究の推進について
－地震に関する観測、測量、調査及び
研究の推進についての総合的かつ基
本的な施策－」のレビューについて

地震調査研究推進本部  ‥‥‥‥‥‥‥‥  4
富士川河口断層帯での重点的調査観測

調査研究レポート‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  6
長周期地震動対策に役立つ情報発表を
目指して

調査研究機関の取り組み ‥‥‥‥‥‥‥  8
南海トラフ海底地殻変動モニタリング
のための孔内観測網の構築

お知らせ  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  10
「ぎゅっとぼうさい博！ 2018」
を開催しました

長周期地震動階級と高層ビルにおける人の体感 ･ 行動、
室内の状況等との関連

平成29年度に富士川河口断層帯において実施した反射法
地震探査測線（青線）
赤線は中田・今泉編（2001）による富士川河口断層帯の位置

2	


図２　長周期地震動階級と高層ビルにおける人の体感･行動、室内の状況等との関連	
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「新たな地震調査研究の推進について－地震に関する観測、測量、調査及び
研究の推進についての総合的かつ基本的な施策－」のレビューについて

地震調査研究推進本部

１．はじめに

　地震本部では、今後 10 年間の地震調査研究推

進の基本的施策をまとめた「新たな地震調査研究

の推進について―地震に関する観測、測量、調査

及び研究の推進についての総合的かつ基本的な施

策―」（以下、「新総合基本施策」という。）を平

成 21 年４月に策定しましたが、平成 23 年（2011

年）東北地方太平洋沖地震において地震調査研究

に関する多くの課題等があったことから、平成 24

年９月に改訂しました。

　この新総合基本施策は、平成 30 年度末で終了

することから、平成 31 年度から実施予定である

次期の総合基本施策（以下、「次期総合基本施策」

という。）の検討に先立ち、新総合基本施策の実

施期間中の取組をレビューするとともに、次の 10

年間に取り組むべき今後の課題を整理するため、

政策委員会のもとに「新総合基本施策レビューに

関する小委員会」（以下、「レビュー小委員会」と

いう。）を設置しました。

　このレビュー小委員会では、関係機関における

新総合基本施策の実施期間中の主な実績等を確認

するとともに、地震調査研究の推進のあり方や地

震本部の役割等、次期総合基本施策を策定するに

あたり、留意すべき今後の課題について議論を行

いました。

２．新総合基本施策実施期間中の主な実績

　新総合基本施策で設定された基本目標ごとの主

な実績の一部を示します。

　「①海溝型地震を対象とした地震発生予測の高精

度化に関する調査観測の強化、地震動即時予測及

び地震動予測の高精度化」については、南海トラフ

沿い及び日本海溝沿いに、大規模かつ稠密な海底

地震・津波観測網を整備しました（図１）。また、過

去の地震履歴調査、海溝型地震の物理モデルや発

生予測手法を活用して海溝型地震の長期評価を見

直しました。

図１　海底地震・津波観測網のイメージ図
　左：地震・津波観測監視システム（DONET）、右：日本海溝海底地震津波観測（S-net）
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　「②津波即時予測技術の開発及び津波予測に関

する調査観測の強化」については、前述の実績に

加え、海域観測網や GNSS 観測網等を活用した

津波即時予測技術の開発及び社会実装が進みまし

た（図２）。

　「③活断層等に関連する調査研究による情報の体

系的収集・整備及び評価の高度化」については、

より短い活断層の評価や地域単位で M6.8 以上の

地震の発生可能性を評価する「地域評価」を実施

しました（平成 29 年末時点で、九州、関東、中国、

四国の４地域を公表しています）（図３）。

　「④防災・減災に向けた工学及び社会科学研究

との連携強化」では、地震観測データや地震調査

研究の成果情報の提供が一層充実しました。また、

理学・工学・社会科学分野の研究者が一体となって

参画する体制が構築され、様々な研究プロジェクト

が実施されています。

図 2　DONET を用いた津波遡上即時予測システムの表示
イメージ

３．今後の課題

　地震本部の設置から 20 年以上が経ちましたが、

地震調査研究の進展状況やその成果が活用される

べき社会の環境も大きく変化している中で、地震

本部の方向性や役割を改めて見直すべきとの意見

が多く示されました。

　以下に、今後の課題の一部を示します。

• 長期評価については、現在は過去の地震発生履

歴に基づいて行うのが基本的な考え方となって

いるが、将来的には、リアルタイム、あるいは

それに近い形で実施されている観測のデータを

組み込んだ形に高度化を図ることが期待される

ものの、大学や多くの関係機関での取組が必要

であるとともに、かなりの時間を要することが想

定されるため、そのような将来に向けて、関係

者間で問題意識や知見を共有し、着実に基礎的

な研究を進める必要がある。

• 観測データが大量に生み出される状況になったこ

とから、今後ますます統計学、計算科学、情報科

学などの分野との連携も重要になると考えられる。

• 広報活動について、今までは一般国民に対する

広報に重きが置かれ、一方通行に近い形で実施

されてきたが、今後は防災活動を担う多様な主

体との信頼関係を構築するための「パブリックリ

レーションズ」の活動を主体に据えるべきである。

• 政府内で防災対応を担う他の機関と、より密接

な連携体制を構築し、地震本部の最新の成果が

着実に国の防災対策に反映されることが強く求め

られている。

4．おわりに

　地震本部は、今回取りまとめた報告書で示され

た今後の課題を踏まえつつ、平成 30 年度に次期

総合基本施策を策定していきます。なお、報告書

全文については、以下の URL をご参照ください。

https://www.jishin.go.jp/main/seisaku/hokoku18d/sksr_report.pdf

図 3　四国地域における活断層の地域評価
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はじめに
　富士川河口断層帯は、日本列島の陸域では最大クラ
スの平均変位速度を示す大規模な活断層です。伊豆衝
突帯の西縁に位置し、駿河トラフのフィリピン海プレー
トと陸側プレート境界の陸上延長部に相当します。本断
層帯は陸上の活断層としての重要性のみならず、南海
トラフで発生する海溝型地震の長期評価にも影響を与
えるものです。さらに、本断層帯は人口稠密域かつ大
規模経済圏を繋ぐ動脈上に位置していることから、本断
層帯から発生する地震像を明らかにしていくことは社会
的にも重要な意味があります。こうした背景から、平成
29 年度の後半から、東京大学地震研究所・東京海洋
大学・東海大学・地震予知総合研究振興会・東京工業
大学・静岡大学などの合同チームで、重点的な調査観
測を開始いたしました。調査は、平成 31 年度まで継
続する予定です。

調査内容
　富士川河口断層帯については、これまで多くの研究
が行われてきましたが、断層帯の多くが富士山の溶岩
などの火山噴出物に覆われていることや、市街地を通
過していることなどから、断層の実態や発生する地震
像について不明な点が多く残されています。今回の調
査では、これまでの研究成果を踏まえて、身延断層も
含めて総合的な調査・観測を行います。
　富士川河口断層帯とプレート境界断層の関係につい
て、未だ充分な資料が得られておりません。このため
地下に弾性波を投射して地下構造を明らかにする制御
震源による構造調査や、自然地震観測を実施します。
平成 29 年度には、断層帯を横切る三つのルートで中
型バイブロサイス車を使用した稠密な反射法地震探査
を実施しました（図 1）。火山噴出物下の複雑な短縮
構造や断層の形状が明らかになることが期待されます。
海域においても、東京海洋大学が既に取得した反射法
地震探査の資料の統合解析を実施しています。こうし
た調査で明らかになる断層形状は地下 2〜3km の比
較的浅いものです。プレート境界との関係を明らかにす
るためには、より深い断層の形状を明らかにする必要が
あります。このため平成 30 年度には伊豆半島から駿河

地震調査
研究推進本部

図１　平成 29 年度に実施した反射法地震探査測線（青線）
赤線は中田・今泉編（2001）による富士川河口断層
帯の位置

トラフ北部を横断して赤石南部山地に至る区間で、海
陸統合地殻構造探査を実施します。東京海洋大学の「神
鷹丸」に搭載したエアガンや、陸上の発破による弾性
波を海底地震計や陸上の受振器で観測し、深さ 10km
を越す深さまでの断層の形状を明らかにします。
　震源断層の形状を理解する上で、自然地震による構
造解析や詳細な震源分布を明らかにすることは重要で
す。ここでは防災科学技術研究所が展開している地震
観測網のデータや、東海大学が駿河湾北部で実施して
いる海底地震観測のデータを追加して、海陸にまたが
る富士川河口断層帯周辺の速度構造、震源分布、発
震機構解の解析、レシーバ関数解析、繰り返し地震な
どを利用して、震源断層の形状を求めます。制御震源
による構造探査のデータと合わせ、震源断層の三次元
モデルを構築します。これらの情報は、震源断層から
発生する強震動の伝搬を予測する上でも重要なデータ
となります。
　断層帯の活動履歴・平均変位速度を明らかにするこ

富士川河口断層帯での重点的調査観測
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図 2　芝川断層の概略位置図。星印は上柚野トレンチ掘削地点　u：隆起側、d：低下側
　　　右上の写真はトレンチ掘削地点付近で完新世後期に形成された扇状地性段丘面を横断する低崖地形

図 3　芝川断層・上柚野トレンチの写真

とは、将来、この断層帯から発生する地震像を明らか
にする上で極めて重要です。富士川河口断層帯および
身延断層など駿河トラフ周辺の活断層・活構造につい
て、その分布・形状・活動性・平均変位速度を解明し
ます。平成 29 年度には、芝川断層沿いに新期の断
層変位地形（低断層崖）を見出しました（図 2）。そ
こで、富士宮市上柚野にてトレンチ調査を実施し、完
新世後期の砂礫層と切断する衝上断層の露頭が出現し
ました（図 3）。今後は、取得したデータや知見を元に、
本断層帯の分布・形状、平均変位速度、過去の活動
に関するデータを取得していく予定です。
　プレート間地震も含めて、本断層帯の活動を歴史文
書から検討することは、将来発生する地震を予測する

上で重要です。史料地震学的手法により、1854 年
安政東海地震の震源域の北端を詳細に検討することを
含め、とくに近世を中心とした歴史時代における本地
域周辺の地震像を解明します。
　富士川河口断層帯など本プロジェクトで対象とする
断層から発生する強震動を予測することは、防災対策
の基礎となります。このため、既存の地下構造データ
を収集するとともに、新たに強震観測や微動観測など
を実施し、地下構造データの蓄積を図ります。これら
の地下構造データを統合し、浅部および深部地盤の構
造モデルの精度を向上させます。本プロジェクトで得
られた震源断層形状を基に震源断層モデルを構築し、
強震動予測の高度化を目指します。
　理工学的な調査の成果を地域の防災施策に根付か
せるために、特に地方自治体・国の関係機関・ライフ
ライン事業者などを対象として、研究者が参加する地
域研究会を開催します。ここでは、本調査観測に対す
るニーズを把握した上で、研究成果を地域防災に資す
る取り組みを行ないます。
　多面的なデータを総合的に検討することにより、こ
の断層帯から発生する地震像を解明したいと考えてい
ます。

佐藤　比呂志（さとう　ひろし）
東京大学地震研究所地震予知研究センター・教授
専門は構造地質学。
1986年東北大学大学院理学研究科博士課程退学。
茨城大学理学部助手、東京大学地震研究所助手・同助教授、2004年より現職。
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2. 気象庁の取り組み
　国においては、地震調査研究推進本部による相模ト
ラフ巨大地震などを対象とした長周期地震動予測地図
試作版の公表、内閣府による南海トラフ沿いの巨大地
震による長周期地震動の推計の公表やそれを踏まえた
国土交通省による超高層建築物等における長周期地震
動対策に関する通知など、長周期地震動に関する調査
研究や対策の検討が進められています。東京消防庁や
高層住宅を抱える自治体では、家具などの転倒対策の
徹底を目指した取組などが進められています。また、
民間においては、ビルの揺れを抑える制振ダンパーな
ど高性能な制振技術やエレベーターの地震対策として
長周期地震動を感知し管制運転する技術の開発や導入
などが取り組まれています。
　気象庁では、地震活動を 24 時間監視し、国民や防
災関係機関等へ適時適切な防災情報の提供を担う行政
機関として、高層ビルなどにおける長周期地震動対策
に役立つ新たな情報の実用化に向けた取組を進めてい
ます。
　東日本大震災後、有識者等による検討会を設置し、
高層ビルの急激な増加など都市化の進展や南海トラフ
沿いの巨大地震などで発生する長周期地震動の大きさ
を踏まえ、長周期地震動に関する情報の基本的なあり
方を平成 24 年 3 月にとりまとめました。
　平成 25 年 3 月、震度に続く第 2 の地震動の指標
として、高層ビル内での揺れの状況の目安となるよう
長周期地震動の強さを 4 階級で表す「長周期地震動

1. はじめに
　地震の発生を検知次第、直ちに発表される緊急地震
速報、そして震度の情報。これらは揺れに備える緊急
行動のほか、事態の把握、応急対策の初動判断や被害
推定のための基盤的な防災情報として、テレビ ･ ラジ
オ、スマホや J アラート、防災行政無線など多様な手
段で広く国民へ伝達され利用されています。震度と対
応する揺れや被害の目安がよく理解されていること、
また震度から災害の様相や程度がおおよそ推測できる
こと、そして迅速かつ的確な震度観測体制が整ってい
ることが、震度を利用した防災情報の価値を決定付け
ています。
　しかしながら、明治以来大多数を占める低中層の建
築物での揺れや被害の様相などを基にした人による体
感観測から、27 年前に世界に先駆けて開発した震度
計による機械計測へ移行した震度は、近年大都市圏な
どで多くの住民や就業者が利用する長い固有周期を持
つ高層ビルなどを揺らす長周期地震動の大きさや揺れ
の様相を必ずしも適切に示すものではないことを留意
しなければなりません。震源地から離れ震度がさほど
大きくない場所でも、高層ビルの上層階では重い家具
やオフィス機器が人に衝突してくるような大きな揺れ
を何分間も引き起こす長周期地震動に襲われることが
あり、震度ではそのような地震動の大きさや揺れの様
相を伝えることができません（図１）。

図１　震度の算出に用いるフィルター特性と固有周期の長い高
層と短い低層の建物の対応イメージ（震度は青帯部分、
周期が 2 秒あたりより短い地震動の観測に適しています）

図２　長周期地震動階級と高層ビルにおける人の体感 ･ 行動、
室内の状況等との関連
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｢長周期地震動対策に役立つ情報発表を目指して｣　
―気象庁地震火山部地震津波監視課―

調査研究
レポート
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図４　長周期地震動に関する予測情報の概念図

図３   （左）平成28年（2016年）熊本地震(4月16日、M7.3)で観測した長周期地震動階級の分布図
（右）階級４を観測した熊本西区春日の観測点（熊本地方気象台）における絶対速度応答スペクトル（Sva）プロット図（赤、橙、黄、青の
横線は、それぞれ階級４，３，２，１以上となるSvaの閾値、黒の水平２成分合成Svaが周期２秒台を中心に赤線100cm/sを越えて観測）

階級」を策定し、新しい指標に対する利用者のご意見
等を伺うため、気象庁ホームページでこの観測情報の
提供を試行として開始しました。震度 1 以上を観測し
た気象庁の震度観測点の長周期地震動階級を、地域内
の最大階級値を示す分布図と合わせ、地震発生後 20
分程度で公表します。試行開始以来、長周期地震動
階級 3 以上を観測した地震は 6 個、そのうち階級 4
を平成28年（2016年）熊本地震により熊本県熊本地
方で観測しました（2018年3月28日現在）。気象庁
ホームページでは、これら過去地震のデータ閲覧も
可能です（図２、図３）。
　観測情報については、ホームページでの公表がより
使いやすく安定的に運用できるよう改善を行いつつ、
高層ビルなどで感じた揺れの理解や長周期地震動の発
生状況を把握したい人々が様々なメディアから即時に
入手できるよう電文形式での配信を検討しています。

図３（左）平成28年（2016年）熊本地震(4月16日、M7.3)で観測した長周期地震動階級の分布図	

　  　（右）階級４を観測した熊本西区春日の観測点（熊本地方気象台）における絶対速度応答スペクトル（Sva）の	
  
	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  プロット図（赤、橙、黄、青の横線はそれぞれ階級４，３，２，１以上となるSvaの閾値、黒の水平２成分合成	
  
	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  	
  Svaが周期２秒台を中心に赤線100cm/sを越えて観測）	


長周期地震動階級が対象とする周期	
  
（1.6秒～7.8秒）））	


個々の高層ビル等の多様なニーズに対応する 
予測情報が必要 

予報事業者等 

建物の高さ、構造、 
地盤のデータ等 

報道機関、地方公共団体、 
配信事業者等 気象庁 

長周期地震動階級3以上が予想される場合にも 
緊急地震速報（警報）を発表 

図４　長周期地震動に関する予測情報の概念図	


　続いて、平成 29 年 3 月、有識者等による検討会は、
任意の地点の長周期地震動階級を即時的に予測する式
を使って長周期地震動階級 3 以上を予測した地域を緊
急地震速報（警報）として発表すること、高層ビルな
どが立地する地点毎の長周期地震動階級などの予測や
ビルの構造特性などを考慮した揺れの予測など多様な
ニーズに対応する予測情報が必要であることをとりまと
めました（図 4）。多様なニーズに対応する予測情報の
実現には民間の情報提供サービスの役割が期待されま
す。現在、有識者、建設事業者、ビル管理者、研究機
関等からなるワーキンググループを設置し、予測情報の
提供と利活用における課題の検討を進めています。

3. 今後にむけて
　東京などの高層ビルが大きく長い揺
れに襲われた東日本大震災や南海トラ
フ沿いの巨大地震により大震災を上回
る長周期地震動が想定された三大都市
圏など、高層化が進む都市では長周期地
震動の脅威は益々大きくなっています。
長周期地震動階級やその情報が、今後、
震度のように基盤的な防災情報として
認知 ･ 利用されるには、高層ビルなど
で大きく長い揺れに遭遇してしまった
体験やその共有の蓄積が特に有用であ
り、気象庁では国民各層への長周期地
震動に関する普及啓発を進めると共に、
多くの国民が利用する高層ビルなどで
の被害の防止 ･ 軽減に役立つ長周期地
震動に関する情報の適時適切な発表を
目指していきます。
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南海トラフ海底地殻変動モニタリングのための
孔内観測網の構築　―国立研究開発法人海洋研究開発機構―

●はじめに
　南海トラフでは、プレート間の歪の蓄積、解放プロ
セスに伴い巨大地震が約 100 〜 200 年周期で繰り
返し発生してきました。地震調査研究推進本部では過
去に発生した地震の統計的な解析により、この地域で
今後 10 年間にマグニチュード 8 〜 9 の巨大地震が
発生する確率を 10%、30 年以内に発生する確率を
70 〜 80％と推定しています ( 参考文献① )。海洋研
究開発機構を中心とした研究グループは、2016 年度
までに2点の孔内観測点を南海トラフ熊野灘に設置し、
この南海トラフ巨大地震の準備・活動状況の把握を目
指した海底地殻変動の監視を開始しています。さらに、
2018 年 2 月には３点目の孔内観測点を設置し、観
測網の拡充を進めています。本レポートでは、この 3
点目の孔内観測点の設置を中心に孔内観測網の構築
に向けた取り組みを紹介します。

●南海トラフ巨大地震震源想定域に　
　展開された孔内観測網

　海洋研究開発機構を中心とした研究グループは、こ
れまでの 10 年間で南海トラフ巨大地震震源想定域に
おける孔内観測網の構築に取り組んできました。孔内
観測網では、国際深海科学掘削計画 （IODP）の掘削
孔内に地震・地殻変動センサーを設置し、同海域の海
底に展開された地震・津波観測監視システム（DONET）
の海底ケーブル網に接続することで、巨大地震の想定
震源域直上でのリアルタイム海底地殻変動観測を実
現しています。我々の研究グループは、2010 年に
最初の孔内観測点である C0002 の設置を行った後、
2016 年 6 月までに C0002、C0010 の 2 点の孔
内観測点を DONET ケーブルに接続し、プレート境界
断層に沿った複数点での観測を開始しました（図 1）。
さらに、2018年2月には、３点目の孔内観測点として、
トラフ軸に近いプレート境界断層先端部付近に位置す
る C0006 の設置に成功し、同年 3 月には DONET
ケーブルへの接続を行うことで計３点の孔内観測網に
よる広域地殻変動観測が開始される予定です。次項で
は、この C000６観測点に設置した孔内センサー、設
置作業の概要を紹介し、さらに既存観測点の観測デー
タから得られた成果についても紹介します。

●孔内観測システムの設置と
　海底ケーブルへの接続
　孔内観測システムは、微小な地殻変動、地震動を
観測するための体積歪計、傾斜計、地震計、温度計
および間隙水圧計等の高精度なセンサー群から構成さ
れます。2018 年 2 月には、これらのセンサー群は
IODP 第 380 次航海中に地球深部探査船「ちきゅう」
により水深 3900m の海底下約 500m まで掘削され
た C0006 観測孔内に設置されました （図 2、図 3）。
C0006 はトラフ軸近傍に位置するため、設置に際して
はその水深が課題となりました。一部のセンサーにつ
いては、コネクタ・耐圧容器等のデザインを見直し、耐
圧性能を向上させるなどの改良が必要でした。さらに、

「ちきゅう」搭載 ROV の動作限界を上回る水深のため
ROV を用いたセンサーの動作確認が実施できないこと
から、海水中での音響通信を用いたセンサー動作確認
機器を新たに開発し、設置途中および設置後のセンサー
健全性確認を行い、2018 年 3 月の DONET ケーブ
ルへの接続に向けて設置を完了しました。
　孔内観測で得られたデータからは、これまでの陸上、
海底の観測では得られなかった新しい知見が得られて
います。既設２点の孔内間隙水圧計のデータ解析から

調査研究機関
の取り組み

図1　東南海地震震源域の熊野灘に展開されたDONET1（ケー
ブル : 赤線、観測点 : 赤丸、ノード: 赤四角）と孔内観測
システム（C0002, C0010, C0006: 紫三角）の位置
図中白矢印は沈み込むフィリピン海プレートの向き
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は、プレート境界震源域で何度も繰り返し「ゆっくり滑
り」が発生し、これによりプレート沈み込みに伴い蓄
積する歪エネルギーの 30 〜 55% が解放されている
ことが分かりました（図 4、参考文献②）。今回新た
にトラフ軸付近の震源断層先端部にリアルタイム地殻
変動観測点が追加されることで、この「ゆっくり滑り」
の空間的、時間的な広がりがより詳細に観測されるよ
うになり、地震発生と関係の深いプレート固着域にお
ける歪エネルギーの蓄積・解放過程の理解が深まるこ
とが期待されます。

解につながる成果がでてきています。一方で、現状の
観測は南海トラフ熊野灘に限られており、巨大地震を引
き起こす歪エネルギーの空間的、時間的な分布を知る
には、さらに多くの観測点を構築し、広域での海底地
殻変動の連続観測を行うことが重要です。今後も、さ
らなる観測網の拡充、および観測システムの精度向上
を目指して技術開発を行っていきたいと考えています。

参考文献 :
①平成３０年２月９日地震調査研究推進本部地震調査
委員会長期評価による地震発生確率値の更新につい
て（https://www.static.jishin.go.jp/resource/
evaluation/long_term_evaluation/updates/
prob2018.pdf）
② Araki, E., D. M. Saffer, A. J. Kopf, L. M. Wallace, 
T. Kimura, Y. Machida, S. Ide, E. Davis, and IODP 
expedition 365 shipboard scientists, 2017, 
Recurring and triggered slow-slip events near 
the trench at the Nankai Trough subduction 
megathrust, Science, 356, 1157-1160.

木村　俊則（きむら　としのり）
国立研究開発法人海洋研究開発機構　地震津波
海域観測研究開発センター　海底観測技術開発グ
ループ　技術研究員
京都大学大学院工学研究科　博士後期課程修了　
博士（工学）
2009年海洋研究開発機構に入所後、孔内観測を含
む海底地殻変動観測システムの開発と海底地震観測
データの解析に携わる。孔内観測システムの開発で
は、孔内センサーの開発と評価試験、および開発した
センサーの設置・観測網の構築に従事。

図3  「ちきゅう」船上における孔内センサー編成の組み上げ作業 ( 写真
は歪計)

図4　孔内間隙水圧計で観測された「ゆっくり滑り」の波形。

図２　C0006 孔内観測システム模式図
孔内に設置したセンサーは良好な観測を
行うためセメントで孔壁に固定されている

●おわりに
　海洋研究開発機構では、南海トラフ巨大地震の震源
想定域直上に長期孔内観測網を構築し、海底地殻変動
の監視を開始しています。2018 年 2 月には、新た
に 3 点目の孔内観測点を設置し、観測網の拡充に向け
た取り組みも進めています。孔内観測網で観測された
データを解析することで「ゆっくり滑り」等の新たな現
象も明らかとなってきており、地震発生・準備過程の理
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地震調査研究推進本部事務局（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）
東京都千代田区霞が関 3 -2-2　　TEL 03-5253-4111（代表）
＊本誌を無断で転載することを禁じます。
＊本誌で掲載した論文等で、意見にわたる部分は、筆者の個人的意見であることをお断りします。

地震調査研究推進本部が公表した資料の詳細は、地震本部のホームページ http://www.jishin.go.jp で見ることができます。 地震本部
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集
・
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行

ご意見・ご要望はこちら　　　　news@jishin.go.jp
＊本誌についてご意見、ご要望、ご質問などがありましたら、電子メールで　　　　
　地震調査研究推進本部事務局までお寄せください。

　

文部科学省（地震調査研究推進本部）では、
一般国民、特に防災への関心が低く災害時に予
備情報が不足しがちな若者・子育て世代や災害
弱者となりがちな子供・女性に対する普及啓発を
中心に、「防災の基本を１日で取得できる」ことを
目標にした地震・防災研究成果等に関するイベン
ト「ぎゅっとぼうさい博！2018〜１日でぎゅっと防
災・減災が身につく博覧会〜」を、前回に引き続
き東京・池袋サンシャインシティ文化会館にて１月
２７日（土）に開催しました。

当日は、国（文科省等）、大学・研究機関、企業、
自治体等 33の団体の防災・減災に関する取組を
紹介するブース展示、実験や工作等を通じて体
験的に防災を学べる「BOSAIアクティビティ」、さ

「ぎゅっとぼうさい博！2018」を開催しました

らに防災の専門家によるセミナーと２つのシンポジウム「次世
代火山研究・人材育成総合フォーラム」、「地域防災対策支援
研究プロジェクト成果発表会」が集結した「まるごと！防災シン
ポジウム」を行いました。 　　

来場者は、前回を上回る約 4,800人にも上り、会場は終
始大盛況でした。詳細は、ぎゅっとぼうさい博！Facebookペー
ジ（https://www.facebook.com/gyuttobosai/）及び地
震本部ホームページの「イベント・セミナー」のページからも
ご覧ください。本イベントにご協力いただいた関係機関の方々
には、この場をお借りして厚く御礼申し上げます。

文部科学省（地震調査研究推進本部）は、今後も本イベン
トを通じて産学官民と連携した防災・減災の更なる普及啓発
に努めてまいります。

お知らせ

「ぎゅっとぼうさい博！2018」の開催に併せ、地震本部
のパンフレットも更新しておりますので、ご利用ください。
資料の電子データ（PDFファイル）は、地震本部ホームペー

ジの「各種パンフレット」のページからダウンロードできま
す。https://www.jishin.go.jp/resource/pamphret/


